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ベネズエラ経済（2017年 2月） 

 

１ 経済概要 

（１）政府の各種政策・統計 

●国会の財務・経済開発委員会（全委員が野党議員）は，中銀と同様の計算方法を活用し，

インフレ率を，２０１７年１月１８．６６％，２０１７年６７９．７３％と予測。 

●１３日，カラカスにおいて，中国・ベネズエラ・ハイレベル合同委員会が開催され，マド

ゥーロ大統領は，同委員会の閉会式典において，２７億米ドルの投資を伴う２２件の新規協定

を締結したと発表。 

 

（２）政府予算・財政 

●１９日，マドゥ―ロ大統領は，３月１日より，租税単位を，１租税単位１７７ボリバルか

ら同３００ボリバルに引上げると発表。これにより，食糧チケット（ｾｽﾀ・ﾁｹｯﾄ）は，３月１

日より，月額１０８，０００ボリバルとなる。 

 

（３）石油・天然ガス産業 

●６日～１１日，マルティネス石油大臣及びロドリゲス外務大臣兼 PDVSA国際関係担当副総

裁は，ロシア，イラン，イラク，クウェート，サウジアラビア，カタール，オマーン，アルジ

ェリアを訪問し，各国の外務大臣，石油・エネルギー大臣等と原油減産合意の確認と二国間関

係の強化等について協議。 

 

（４）自動車産業 

●ベネズエラ自動車会議所（CAVENEZ）は，加盟全７社の２月の自動車生産台数は，１３８

台（前年同月比 38.6％減），販売台数は，２１５台（前年同月比 33.8%減）と発表。 

 

（５）その他産業 

●２４日，マドゥーロ大統領は，パレスチナとの二国間合意に基づき，２．２億米ドルを投

じて，国内に３つの医薬品工場を建設すると発表。 

 

（６）その他産業 

●当地経済シンクタンク・エコアナリティカ社は，２０１７年１月の民間企業への外貨割当

額は，前月比２９％減の日量８８０万米ドルと予測し，政府の外貨割当の縮小は，さらなる輸

入の減少，物不足の悪化，インフレの加速を引き起こすと指摘。 
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２ 経済の主な動き 

（１） 政府等の各種政策・統計 

ア 経済指標・政策（予測） 

●経済シンクタンク・Torino Capital社は，２０１６年のベネズエラのインフレ率を４０４％

と予測。同社のエコノミストは，ベネズエラは，高インフレであるが，ハイパーインフレには

陥っていないと指摘。 

（15日,16日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●国会の財務・経済開発委員会（全委員が野党議員）は，中銀と同様の計算方法を活用し，

インフレ率を，２０１７年１月１８．６６％，２０１７年６７９．７３％と予測。 

（23日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●労働者情報分析センター（CENDAS）は，２０１７年１月の家庭基礎食糧バスケット価格は，

前年同月比４８１．８％増の月額６２１，１０６．９８ボリバルに達したと発表。メサ同セン

ター代表は，２０１６年と同様に増加した場合，２０１７年の同バスケット価格は，３００万

ボリバル以上に達すると指摘。 

（23日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

イ 中国・ベネズエラ・ハイレベル合同委員会の開催 

●１３日，カラカスにおいて，中国・ベネズエラ・ハイレベル合同委員会が開催された。中

国側は，Jizhe国家改革副委員長が，ベネズエラ側は，メネンデス企画大臣等が参加。マドゥ

ーロ大統領は，同委員会の閉会式典において，２７億米ドルの投資を伴う２２件の新規協定を

締結したと発表。同協定は，石油・鉱山・建設・インフラ・鉱業・テクノロジー等の分野に渡

る。１４日，同委員会のメンバーは，プエルト・ラ・クルス製油所重質油処理プロジェクトを

視察。デル・ピノPDVSA総裁は，２０１８年末に竣工予定の同プロジェクトには，１０５億米

ドルが投資されたと発言。 

（13日,14日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

ウ 大臣の交替 

●１９日，マドゥーロ大統領は，大臣の交替を以下のとおり発表。 

・ホルヘ・アレアサ鉱業開発・エコロジー大臣（元副大統領） 

・ヒルベルト・ピント・ブランコ漁業・水産大臣（海軍大将） 

（20日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

 

 

 

 



3 

 

エ 輸出にかかる為替取決法の改正 

●２３日付官報第４１１０２号において，為替取決法第３４号が改正され，輸出者は，輸出

によって獲得した外貨の８０％（以前は60%）を留保できると規定された。輸出者は，残りの

２０％(以前は40%)の外貨は，中銀へ売却する必要がある。 

（3月1日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

オ その他 

●ベネズエラ工業連盟（Conindustria）会長は，マドゥーロ大統領が，サモラ将軍の生誕２

００周年を記念し，１日を祝日と定めたことに関し，国内製造業における同日の稼働停止にか

かる損失は，１．４３億米ドルであったとし，ベネズエラは，年間４６％しか働いておらず，

他国に比べ，労働時間が少ないと発言。 

（2日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●９日，ファリア貿易・国際投資大臣は，ドミニカ国及びアンティグア・バーブーダを訪問

し，ペトロカリベ諸国によるエネルギー・プラットフォームや経済開発区の立ち上げによる域

内の活性化を提案。 

（10日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●２３日，マドゥーロ大統領は，住宅ミッションにおける１５０万戸目の供与式に出席し，

２０１７年の同ミッションにかかる目標建設戸数は，５４万戸と発表。 

（24日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●２４日，ファリア貿易・国際投資大臣は，ゴンサルベス・セントビンセント・グレナディ

ーン首相と会談し，両者は，ペトロカリベ等によるカリブ諸国の経済ゾーンのスキームの強化

等について協議。 

（26日付 ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 
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●国際ＮＧＯフリーダムハウスの２０１７年世界の自由度ランキング 

 

（ﾌﾘｰﾀﾞﾑﾊｳｽ） 

 

（２） 政府予算・財政 

ア 外貨準備高 

●２月２４日付の外貨準備高は，１０４．２１億米ドル（前月比 2.4%減）となった。 

（3月 2日付中央銀行ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ） 

イ １００ボリバル紙幣の回収と新紙幣の到着 

●１７日，エル・アイサミ副大統領は，自身のツイッター上で，１００ボリバル紙幣の有効

期限を２月２０日から３月２０日まで延長すると発表。 

（18日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●２２日，スウェーデンより，新紙幣である１，０００ボリバル紙幣３，０００万枚がマイ

ケティア国際空港に到着。カーン中銀理事は，今回の到着により，全種類の新紙幣が揃ったと

発言。 

（23日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●２８日，新紙幣である２，０００ボリバル紙幣６１０万枚，２０，０００ボリバル紙幣２，

５６０万枚がマイケティア国際空港に到着。 

（3月 1日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 
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ウ 租税単位の引上げ 

●１９日，マドゥ―ロ大統領は，３月１日より，租税単位を，１租税単位１７７ボリバルか

ら同３００ボリバルに引上げると発表。これにより，食糧チケット（ｾｽﾀ・ﾁｹｯﾄ）は，３月１

日より，月額１０８，０００ボリバルとなる。 

（20日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●ゲラ国会・財務・経済開発委員長は，政府は，租税単位の引上げにかかる国会の承認を省

略したと非難。また，ベネズエラ経団連（Fedecamaras）会長は，同引上げによるコスト増は，

中小企業に打撃を与え，会社清算の決断を迫られると指摘。 

（21日,22日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●２０１６年１月～２０１７年３月の最低賃金及び食糧チケット（ｾｽﾀ・ﾁｹｯﾄ）の額面の引

き上げ推移（単位:ﾎﾞﾘﾊﾞﾙ） 

最低賃金
ｾｽﾀ・
ﾁｹｯﾄ
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エ その他 

●カベージョ租税監督庁（SENIAT）長官は，１月の徴税額は，計画比６４．９６％増の５，

５１９．７億ボリバルであったと発表。 

（2日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●野村證券は，中銀に１０億米ドルを融資し，中銀が所有する社債「PDVSA２０２２債」３

０米ドルを受け取る交渉を進めている。中銀は，３年以内に同社債を買い戻す予定であるとさ

れる。 

（9日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●中銀によると，２０１６年１２月末の外貨準備高のうち，金（ｺﾞｰﾙﾄﾞ）の額は，２０１５

年同期に比べ，２３％減少し，７７．２億米ドルとなった。 

（14日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 

（３） 石油・天然ガス産業 

ア ベネズエラ原油価格・原油生産量（実績） 

●１月の原油輸出価格は，１バレル４６.３７米ドル（前月比 2.7%増,OPEC同 53.31米ﾄﾞﾙ,WTI

同 53.40 米ﾄﾞﾙ,BRENT 同 55.99 米ﾄﾞﾙ）。２月の原油生産量は，日量１９８．７万バレル（前月

比 0.8%減）。 

（石油省,OPEC Monthly Oil Market Report March 2017 Secondary Sources） 

イ マルティネス石油大臣及びロドリゲス外務大臣兼 PDVSA国際関係担当副総裁の外遊 

●６日～１１日，マルティネス石油大臣及びロドリゲス外務大臣兼 PDVSA国際関係担当副総

裁は，ロシア，イラン，イラク，クウェート，サウジアラビア，カタール，オマーン，アルジ

ェリアを訪問し，各国の外務大臣，石油・エネルギー大臣等と原油減産合意の確認と二国間関

係の強化等について協議。 

（7日～12日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

ウ OPEC加盟国の減産合意 

●１３日，マルティネス石油大臣は，OPEC加盟国は，減産合意を９０％達成したと発言。ベ

ネズエラの減産合意にかかる達成率は，７７％であり，２月までに１００％（日量 9.5万ﾊﾞﾚﾙ

減)に達するであろうと発言。また，マルティネス石油大臣は，産油国の外遊において，各国

に対し，原油価格を保護するための方策の創設を提案したと発言。 

（14日,15日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 
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エ その他 

●９日，国会は，PDVSA とロシア・ロスネフチ社との合弁企業 Petromonagas 社の持株比率に

関し，２０１６年２月，PDVSA が，５億米ドルで，ロスネフチ社の持株比率を２３．３％から

４０％へ引上げることを承諾した事案を否決。 

（10日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●１６日，マルティネス石油大臣は，Andrew・ジャマイカ・エネルギー・科学技術大臣と共

に，PDVSA が４９％出資している Petrojam製油所の精製能力の拡大に関する協定に署名。同協

定により，同製油所の処理能力は，日量３．６万バレルから同５万バレルへ拡大予定。 

（17日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●２０日，セラーノ PDVSA商業・供給担当副総裁は，キューバを訪問し，キューバのエネル

ギー鉱業大臣等と会談し，エネルギー協力の包括的政策を協議。 

（23日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

●２１日，デル・ピノ PDVSA 総裁は，PDVSA 本社において，原油生産サービス企業である米

シュルンベルジュ社 CEO と会談し，両者は，PDVSA とシュルンベルジュ社の協業にかかる将来

について協議。 

（23日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

（４） 自動車産業 

ア 生産・組立／販売台数（実績） 

●ベネズエラ自動車会議所（CAVENEZ）は，加盟全７社の２月の自動車生産台数は，１３８

台（前年同月比 38.6％減），販売台数は，２１５台（前年同月比 33.8%減）と発表。 

（3月 7日付 CAVENEZ 発表） 

イ その他 

●ベネズエラ自動車製造産業協会（Favenpa）会長は，生産財の不足及び国内需要の減少に

より，現在の自動車部品産業の稼働率は，２０％以下に下落し，３年上滞留している総額約４

億米ドルの未清算外貨により，海外取引先とのクレジット・ラインが停止していると発言。 

（1日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 
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（５） その他 

ア 航空 

●２１日，マイケティア国際空港において，同空港に対し，電力を供給しているタコア火力

発電所の故障により，午前６時３０分から約２時間の停電が発生。モリーナ運輸大臣は，同日

の同空港が所在するバルガス州における大雨が原因であると発表。 

（22日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●国際航空運送協会（IATA）ラ米副代表は，ベネズエラに乗り入れている航空会社に対する

外貨未清算総額約３８億米ドルが継続する場合，ベネズエラ市場から撤退する航空会社が増加

する可能性があると発言。 

（23日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

イ 医療 

●２４日，マドゥーロ大統領は，パレスチナとの二国間合意に基づき，２．２億米ドルを投

じ，国内に３つの医薬品工場を建設すると発表。 

（25日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

（６） 外貨発給状況 

●海外において暮らすベネズエラ人年金受給者は，１年以上に渡り，政府より，年金を受け

取っておらず，年金送金の要請を国家貿易機関（Cencoex），中銀，人権擁護官事務所等へ依頼

するも，各機関からの返答はない。 

（3日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●１６日，当地経済シンクタンク・エコアナリティカ社主催の経済セミナーが開催され，同

セミナーに参加したエコノミストは，２０１７年１月の民間企業への外貨割当額は，前月比２

９％減の日量８８０万米ドルと予測し，政府の外貨割当縮小は，さらなる輸入の減少，物不足

の悪化，インフレの加速を引き起こすと指摘。また，ベネズエラの２０１７年のGDP成長率は

マイナス３％，インフレ率は８５０％に達すると予測。 

（17日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

（了） 


